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令和７年３月28日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
  

令和６年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月５日実施） 

総合評価（３月21日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

Confidence    自信 
Communication 対話 
①学び直しによる確か
な学力の育成と定着
を図る。 

②コミュニケーション
力を育成するため教
科横断的な探究型学
習を追求する。 

①一人一台端末を活用し
て学習習慣を身に付け
させるとともに、生徒
の個別の学習状況を把
握し、個別最適な支援
につなげる。 

①-1 朝学習と連動した課
題配信により、学習習慣
を定着させる。 

①-2 チェックテストとフ
ォローアップ配信によ
り、授業で取り組んだ範
囲の学力を定着させる。 

①-1 課題の提出率の目標
値75％とし、目標値を超
えることができたか。 

①-2 生徒による授業評価
において、「授業の中で
身に付いたことや、でき
るようになったことを実
感することができた」の
肯定的な評価が85％を超
えることができたか。 

①-１ 課題の提出率は
75％で、目標値を達成
した。 

①-２ 「授業の中で身に
付いたことや、できる
ようになったことを実
感することができた」
肯定的な評価は85％で
目標を達成することが
できた。 

①-１ 学期が進むと提
出率も減少傾向にあ
った。補習を実施す
るなど、粘り強く指
導する。 

①-２ さらなる向上を
目指し、粘り強く丁
寧な学習指導をより
一層充実させてい
く。 

・目標を達成できたこ
とは評価できる。次
年度に上手くつなが
るとよい。 

①-１目標は達成でき
たが、学期が進む
と提出率も減少傾
向にあった。改善
できれば、更に提
出率の向上が見込
まれる。 

①-２ 目標達成はで
きたが、教科ごと
でばらつきがあっ
た。 

①-１端末の利用や
補習学習の充実
により、多様な
学習環境を展開
していく。 

 
①-２ 苦手科目の
克服のため、小
中の学び直しの
機会を充実させ
る。 

２ 
（幼児・児童・） 
生徒指導・支援 

Confidence    自信 
Compliance    遵守 
①社会人として通用す
るための規範意識を
育成する。 

②自己目標を達成する
ことにより自分を肯
定する力を身に付け
る。 

③中学校との連携や交
流から部活動や学校
行事における生徒の
主体的な活動の支援
を図る。 

①生活指導と学習指導の
一体化により、基本的
な生活習慣を確立させ
る。 

③小中学校との交流や中
高大連携講座、ボラン
ティア、インターンシ
ップなど生徒の主体的
な活動を活性化する。 

①朝学習への取組みによ
り、生活習慣の一部とし
て登校時間を定着させ
る。 

③小中学校へ訪問してのボ
ランティアや明日楓会等
を通じたボランティア、
中高大連携講座やインタ
ーンシップへの参加を促
す。 

①年間遅刻数が60回以上の
者の割合を前年度の19％
より減少させることがで
きたか。 

③連携生の入学者数は減少
（45⇒37）したものの、
ボランティアの参加者
（43）、中高大連携講座
（22）やインターンシッ
プ（21）への参加者数に
おいて、前年度並みの数
を確保することができた
か。 

①年間60回以上遅刻をし
てしまった生徒の数の
割合は全校生徒の
16.4％（暫定）とな
り、僅かに減少した。
基本的な生活習慣が少
しずつ改善した。 

③地域防災部門(29)、福
祉部門は延べ(33)、グ
ローバル部門は(８)の
参加者、中高大連携講
座は環境部門(35)、ボ
ランティア(10)、イン
ターンシップ(29)の参
加者数となり、前年度
並みの数を確保でき
た。なお、連携生の広
報活動補助は、１学年
の連携生全員の参加で
あった。 

①年間60回以上遅刻し
てしまった生徒はま
だまだ多い。今後も
指導を継続してい
く。 

 
 
③中高連携事業のもの
づくり部門の継続が
難しいため、今後
は、校内で取り組む
ことができ、かつ中
学校のニーズに合っ
た企画を考える必要
がある。また、ボラ
ンティアや連携事業
への連携生以外の生
徒の参加を促す取り
組みも進めたい。 

・多岐にわたって教育活
動をされている。連携
事業も大切である。 

・連携生の数は減少した
が、ボランティアや中
高大連携講座、インタ
ーンシップへの参加の
数字を見ると、よく頑
張っているのではない
か。連携生以外の生徒
の参加を増やす取組
は、次年度の課題とし
てもらいたい。 

・部活動があっても活動
する人数、部員の少な
いことが課題である。 

①年間遅刻数が60回
以上の者の割合を
前年度の19％より
減少させる目標は
達成した。朝学習
への取組を充実さ
せるためには遅刻
者を更に減少させ
る必要がある。 

 
③連携生の入学者数
が減少したものの
ボランティアやイ
ンターンシップへ
の参加者数は前年
度並みを維持する
ことができた。課
題は明日楓会を通
じたインターンシ
ップへの参加者が
なかったことであ
る。 

①基本的な生活習
慣の改善のため
に取組を継続し
て い く と と も
に、朝学習の目
標を立てさせる
ことで主体的な
学びの態度を育
成していく。 

 
③連携生が中心と
なっているボラ
ンティアは、連
携生以外の生徒
の参加を促し、
社会に貢献する
力を育成する。
併せてインター
ンシップにより
社会人基礎力の
育成を充実させ
る。 

３ 進路指導・支援 

Confidence    自信 
Communication 対話 
①社会人基礎力をつ
け、コミュニケーシ
ョン力をベースとし
た人間力を培う。 

②就職、進学や外国に
つながりのある生徒
の多様な進路に対応
できるカリキュラム
の追求を継続する。 

②キャリア教育実践プロ
グラム及び地域と協働
した活動により、多様
な進路に対応した指
導・支援に取り組む。 

②-1 総合的な探究の時間
において、生徒の望まし
い勤労観と職業観を育成
する。 

②-2 ボランタリー精神と
公共性のある住民活動の
実務体験を通して将来設
計の立案と社会的移行の
準備を進める。 

②-1 生徒による授業評価
において、「授業で得た
知識をもとに、自分の考
えをまとめたり、課題の
解決方法を考えたりする
ことができた」の肯定的
な評価が前年度の85％を
超えることができたか。 

②-2 進路決定率が前年度
の87％を超えることがで
きたか。 

②-1 「授業で得た知識
をもとに、自分の考え
をまとめたり、課題の
解決方法を考えたりす
ることができた」の肯
定的な評価は83.6％で
あったが、企業からの
協力を基に多くのガイ
ダンスを実施して職業
観を育成することがで
きた。 

②-2 ２月中旬での進路
決定率は92.1％であ
る。まだ活動中の生徒
がいるので最後までし
っかりと向き合わせた
い。また、英語外部試
験利用により、上智大
学合格という非常に良
い成績を上げた。 

②-1 ３学年で「マナー
講座」を実施した。
社会人としての意識
を持たせる良い機会
となったので、今後
も継続したい。 

 
 
 
 
 
②-2 特に就職希望者に
対して、しっかり聴
き取り、希望の実現
につなげる。 

・肯定的な評価の目標
85％を惜しくも超える
ことはできなかった
が、83.6％は良い数字
だと思う。 

・マナー講座はとても良
い取組だと思う。 

・進路決定率が87％を超
え、目標を達成できた
ことは素晴らしい。生
徒の頑張りもあるが先
生方のご指導の賜物だ
と思う。 

②-1 目標数値に若干
届かなかった。自
分の考えをまとめ
るところまでで、
さらに考察したり
発表するためにま
とめたりする機会
が足りなかった。 

 
②-2 進路決定率は３
月 12 日 時 点 で
94.5％であった。
難関大学への進学
は後輩の励みにな
る。一方、進路活
動への取組が遅く
年度末まで活動し
ている者がいる。 

②-1 次年度も企業
からの協力を基
に多くのガイダ
ンスを実施して
職業観を育成し
ていく。 

 
 
 
②-2 就職希望者に
対してガイダン
スとカウンセリ
ングを充実させ
ることで、希望
の実現につなげ
る。 



 

 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月５日実施） 

総合評価（３月21日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

４ 

地域等との協働 
 
㊟ CEMLA と は 、
Center for 
Multicultural 
Learning & 
Activitiesの略で多
文化学習活動センタ
ーという意味。 

Compliance    遵守 
Communication 対話 
①学校運営協議会と意
見交換をしながら地
域に貢献できる人材
の育成を図る。また
地域学校協働本部
（明日楓会）と連携
し、実践的な就業体
験の実施など生徒の
ニーズに対応する。 

②連携型中高一貫校と
して、愛川町の教育
力を高め、地域発展
につなげる。多様性
を認め、他者を敬う
姿勢を構築する。 

②「外国につながりのあ
る児童・生徒」との関
わりを通して、多文化
共生社会の担い手とな
る生徒を育成するとと
もに、授業のユニバー
サルデザイン化や生徒
への個別支援の充実に
取り組む。 

②-1 CEMLA㊟研究会を通じ
て、高校・大学・NPOに
愛川町の小学校を加えて
「外国につながりのある
児童・生徒」の教育など
について研究を進める。 

②-2 地域の大学と連携し
て「日本語を母語としな
い生徒」に対して、授業
において多言語による個
別支援が可能なシステム
の研究を進める。 

②-1 「外国につながりの
ある児童」が一定数在籍
する小学校の授業見学を
入口にして、課題をみつ
け、その課題を解決する
ための方法などを提言す
る準備ができたか。 

②-2 一人一台端末を活用
して、授業の同時通訳な
ど多言語による個別支援
が可能なシステムの構築
について実現できたか。 

②-1 外国につながりの
ある児童」が一定数在
籍する小学校の授業見
学を実施し、i-ROOMプ
ロジェクトを立ち上げ
た。近隣中学校や大学
へは、連携事業を通し
て、さまざまな活動を
おこなった。 

 
 
 
 
 
②-2 多言語翻訳授業を
試行した結果、実用化
へ向けた見通しが立て
られたが、翻訳の正確
さ・表示の時差などい
くつかの課題も見つか
った。 

②-1 在県外国人募集
枠以外で入学してく
る「外国につながり
のある生徒」が今後
も増えることが予想
される。今後は、ふ
りがな付きプリント
の作成やシンプルな
言葉を使用するな
ど、在県生徒対象の
みでなく、全生徒対
象としてユニバーサ
ルデザイン化を進め
たい。 

②-2 今後の本格導入
に向けて、正確に翻
訳しやすい言葉・言
い回しの使用や翻訳
にかかる時間を考慮
した授業設定など使
用する教員側の授業
研究・検証も必要で
ある。 

・大学にも外国につなが
る学生がいて、日本語
での授業、特に専門的
な用語等について指導
に苦労している。愛川
高校のほか、愛川町と
も連携しているのでi-
ROOMの事業についても
引き続き取り組んでい
きたい。 

・ i-ROOMプロジェクト
は、愛川町全体の教育
力向上につながる取組
だと思う。今後が楽し
みである。多言語翻訳
授業の実用化に向けた
見通しが立てられたと
あり、まだ改善の余地
もあるとのことなの
で、今後も研究を進め
ていただきたい。 

②-1 外国につながり
のある生徒への支
援は授業のユニバ
ーサルデザイン化
につながるという
気付きを得られ
た。ルビが振って
あれば支援が十分
なわけではない。
学習ツールをいか
に使いこなすかが
課題である。 

②-2 i-ROOMプロジェ
クトにより、AI多
言語翻訳システム
を使った実験授業
を実施した。英語
やスペイン語等の
メジャーな言語は
翻訳の精度が高い
ものの、マイナー
な言語や専門用語
の翻訳の精度は高
くないことがわか
った。 

②-1 日本語の習
得が最重要であ
り、年度開始期
に遅れを生じさ
せないよう学習
環境を整える。 

 
 
 
 
 
 
②-2 授業を録画
して、そのデー
タを利用して複
数回見られる環
境をつくる。ま
た、すべての教
員が外国につな
がりのある生徒
と関わり合える
環境をつくる。 

５ 
学校管理 
学校運営 

Compliance    遵守 
Communication 対話 
①心理的安全性の確保
と風通しの良い職場
づくりにより事故不
祥事を防止し、働き
方改革を推進する。 

②防災意識を高め、地
域全体で子どもを守
る体制作りに取り組
み、安全で安心な学
校環境を維持する。 

①-1 月80時間超の時間
外在校等時間の教員数
をゼロにし、月45時間
超の時間外在校等時間
の教員数を昨年より減
らす。 

 
 
①-2 不祥事防止等に関
する職員からの提案や
意見を取り入れ、不祥
事防止会議を通して、
必要な取組を実施す
る。 

①-1 管理職による声かけ
や面談により長時間勤務
を削減するとともに、Ｉ
ＣＴの活用による校務の
効率化を進める。 

 
 
 
①-2 不祥事防止会議を各
グループが主宰する形式
で実施し、同僚性を高め
る組織づくりに取り組
み、事故不祥事を防止す
る。 

①-1 月80時間超の時間外
在校等時間の教員数を前
年度の４名からゼロに、
月45時間超の時間外在校
等時間の教員数を前年度
の延べ55名より減らせた
か。 

 
①-2 不祥事ゼロプログラ
ムにより、継続的に職場
研修を実施し、事故不祥
事ゼロを達成したか。 

①-1 時間外在校等時間
が月80時間超の教員の
延べ人数はゼロだった
が、時間外在校等時間
が月45時間超の教員数
は昨年よりも増えてし
まった。 

 
①-2 定例会議の前に不
事防止会議を取り入 
れ、職員間で共有す 
ることで事故不祥事 
防止の意識付けがで 
きた。 

①-1 時間外在校等時
間が月45時間超の教
員の延べ人数を昨年
より減らすことがで
きなかったので、Ｉ
ＣＴ活用のほか、業
務の見直しも視野に
入れ効率化を図る。 

①-2 引き続き職員間
で共有し、当事者意
識を持ち、職務に専
念する。 

・時間外の対応について
は対策が必要。AIやメ
ールなども取り入れて
はどうか。業務を精選
していくことが必要で
ある。 

・一部目標を達成できな
かったとあるが、教員
の働き方改革の流れの
中で、一定の成果が上
がっていると評価でき
る。 

・不祥事防止の取組はこ
れで終わりというゴー
ルはないので、継続し
ていただきたい。 

①-1 時間外在校等
時間が月80時間超
の教員数をゼロと
する目標は達成し
た。時間外在校等
時間が月45時間超
の教員数をいかに
減らすかが課題で
ある。 

①-2 各職員が自分
の業務分担や役割
を超えて、チーム
で協力して業務を
行う体制が確立さ
れている。「追い
出し」や「手短
に」といった不適
切な言葉遣いが散
見される。 

①-1 常態的な長
時間勤務は心身
をむしばむ恐れ
があるため、仕
事に区切りをつ
ける意識を醸成
する。 

 
 
①-2 Teamsを活用
して不祥事防止
の取組の主体で
ある職員一人ひ
とりへの直接的
な働きかけを地
道に継続する。 


